成果有体物提供契約書 (雛形)
公立大学法人大阪（以下、「提供機関」という。）と　　　　　　　（以下、「受領機関」という。）とは、提供機関に所属する研究者が所有する成果有体物（以下、「本成果有体物」という。）を受領機関における研究・開発のために提供するに当たり、以下のとおり成果有体物提供契約（以下、「本契約」という。）を締結する。
（成果有体物の提供）

第１条　提供機関は、受領機関に対し、別表に規定する条件にて成果有体物を提供するとともに、別表に規定する研究目的（以下、「本研究」という。）に関する必要な情報を許容される範囲内で提供するものとする。

　２　受領機関は、本成果有体物を受領したときは、提供機関に対し受領書を提出するもの

とする。

（代金の支払等）

第２条　本成果有体物が有償の場合、受領機関は、別表に規定する本成果有体物の提供代金を、本成果有体物を受領した翌月末日までに提供機関の指定する銀行口座に支払うものとする。

　２　契約保証金については、免除する。

　３　受領機関は、本成果有体物の引渡し等に要する費用を負担するものとする。

（成果有体物の使用目的）

第３条　受領機関は、本成果有体物の使用について、以下の管理を行わなければならない。

（1） 本成果有体物の使用は、別表に記載する研究担当者（以下、「本研究者」という。）による本研究のみに限定し、本成果有体物を本研究以外の目的に使用したり、本研究者以外の者（第三者）に提供してはならない。

（2） 必要な審査手続きを経ずに臨床目的に使用してはならない。

（秘密保持）

第４条　受領機関は、提供機関より開示された情報を本研究者以外に開示・漏洩してはならない。
　但し、次の各号の一に該当するものは除外する。

（1） 提供機関からの開示時点で、既に公知になっているもの。

（2） 提供機関からの開示時点で、既に受領機関が所有していたことを証明できるもの。
（3） 提供機関から開示を受けた後に、当事者の責によらず公知となったもの。

（4） 提供機関より開示を受けた後に、受領機関が独自に第三者より入手し、それを証明できるもの。

（5） 提供機関から、書面による事前の承諾を得たもの。

（受領機関の義務）

第５条　受領機関は、以下の事項を本研究者に周知、徹底させなければならない。
（1） 本成果有体物の使用目的、および使用方法、保存方法、廃棄方法等の安全に関わる事項。

（2） 本契約において受領機関が負うのと同一の義務を負うこと。

（研究成果の公表）

第６条　受領機関は、提供された本成果有体物に係わる研究成果を公表するときは、提供機関に対して公表の方法とその内容について、書面をもって事前に通知しなければならない。
　２　受領機関は、前項の公表に際し、本成果有体物の提供が提供機関よりなされた由を明示しなければならない。

（研究成果の取り扱い）

第７条　受領機関は、本成果有体物に関連した発明または考案を出願しようとするときは、事前に提供機関に連絡し、権利の帰属および持分について提供機関と協議しなければならない。

　２　受領機関は、本成果有体物に関連した改変体もしくは修飾体を成した場合は、その権利の帰属及びその取り扱いについて、提供機関と協議の上、決定する。

　３　受領機関は、提供機関より前項の改変体もしくは修飾体の提供を要請されたとき、新たな契約書を締結の上、それに応じるものとする。
（提供機関の責任）

第８条　提供機関は、受領機関に対し、本成果有体物の品質、性能、安全性等の如何なる保障をするものではない。

　２　提供機関は、本成果有体物の使用、保有によって発生する如何なる結果についても、一切その責任を有せず、かつそれらによって発生した如何なる損害に対しても賠償義務を負うものではない。

（本契約の終了）

第９条　提供機関および受領機関は、次の各号の一を以って、本契約を終了する。

（1） 受領機関が本研究の終了を提供機関に通知したとき。

（2） 別表の研究期間が終了したとき。

（本契約の終了後）

第１０条　受領機関は、本契約が終了したとき、以下の事項を遵守しなければならない。
（1） 受領機関は、第１条に準じて提供機関により提供された資料や情報を処分または返却しなければならない。

（2） 第３条及び第５条は、本契約終了後も３年間は有効とする。

（3） 第６条及び第７条は、本契約終了後もその効力は消滅しない。

（協議）

第１１条　本契約に定めのない事項または本契約の条項に関し疑義を生じた場合は、双方協議し、それを解決する。
（裁判）

第１２条　本契約に関する訴えは、大阪地方裁判所を第１審の専属的合意管轄裁判所とする。

　本契約の締結の証として、２通を作成し、提供機関、受領機関が捺印の上、各１通を保　有する。

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　提供機関　大阪市阿倍野区旭町
一丁目２番７－６０１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公立大学法人大阪

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　
　　　　　　　　　　　　　　　受領機関　
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